
�� �� �� �� �� �� �� �� �� �	 �
 �� ��
���
�����������������������������
�������������������������������������������������


�� � �! �" �# �$ �%�&�' �( �) �* �+ �, �- �. �/ �0 �� �( �1 �2 �+
�3 �4

�5 �6���7 ��
�� �� �� �� �� �� �8 �9 �: �; �< �� �= �> �: �$ �%�&�' �? �@�A�B�C�D

�E�F �6���G�H
�� �� �� �� �� �� �8 �9 �: �; �< �� �3 �4 �8 �I �J �K�L �M�� �N�O

�P�Q�6���R�S
�� �� �� �� �� �� �8 �9 �: �; �< �� �3 �4 �8 �I �J �K�L �M�� �N�O

�T �N�6���U�V
�W�X�L �Y�Z �[ �\ �]

�^

�����������_� �̀ �̀a�����b�����c� �̀d�e�b�d�f�e�d�g� �̀d�h�e�d�i

�j �k �� �� �l �I �J �K�L �M�� �3 �4 �b���m�6�������b�d�h�n�f�i�6���m�e�e�m�n�e�g�n�d�f�b���o���p�������
�����q���r���s�����n�t�������������s���������u�����a�������6
���
�����������������������������

�v �w�
 �x �y �l
�z �{ �1 �| �l



都市 ・建築学研究 九州大学大学院人間環境学研究院紀要 第2号,2002年7月

J. of Architecture and Urban Design, Kyushu University, No.2, PP. 49  — 56 , July 2002

産業用熱源システムにおける高効率化技術に関する研究

Study on High-Efficiency Technologies of Industrial Heat Source System

宋 永 学*,赤 司 泰 義**,渡 邊 俊 行**,

岡 部 洋 一***,小 島 昌 一****,林 徹 夫****

Young-hak SONG, Yasunori AKASHI, Toshiyuki WATANABE, 

  Yoichi OKABE, Shoichi KOJIMA and Tetsuo HAYASHI

 The industrial heat source systems need strict controls and managements because they are deeply 

related to productions. The purpose of this study is to verify about the high-efficiency technologies using 

integrated cooling towers, high-performance turbo chillers, screw chillers and ice-heat storage tank etc. 

in the industrial facility. And it is reported about the analysis of actual operated measure in a low load 

period and performance verification using the design phase load data by computer simulation. The 

computer simulation results show that the high-efficiency technologies have large effect on system and 

chiller COPs. 

 Keywords  = High-efficiency Technology, Integrated cooling towers, Simulation, the high-performance 

chiller, Ice heat Storage Tank

1.は じめに

近年の環境問題に関連して,空 調システムにおける省エ
ネルギーや環境負荷低減を実現する高効率技術の開発が緊

急の課題になっている.従 来の空調システムの研究におい
ては,オ フィスビルや商業施設を対象とすることが多く,

産業用施設を対象とすることは稀であったが,今 回,幸 い

にもその貴重かつ詳細な実測データを入手する機会を得た.

産業用施設はその性格上,熱 源システムの制御 ・管理が

非常に厳密であるが,空 調システムの性能保証に対する重
要性が広く認識されている昨今,産 業用施設の空調システ

ムに省エネ的視点を加えたシステム性能の評価は,性 能保

証のためのプロセス構築の足がかりになると期待される.

本研究は,産 業用施設に導入された熱源システムの高効
率化技術の有効性と,そ の設計から運用に至るまでのシス

テム性能評価および将来的な運用方法について,実 測デー

タ及びシステムシミュレーションにより明らかにすること
を目的とする.本 稿では,研 究の初期段階として,本 シス

テムに導入された高効率化技術について概説し,実 測デー

タとシミュレーションによりシステム性能について検討し

た.

写真1対 象建物外観

表1設 備機器表

空間システム専攻修士課程
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図1シ ステム系統図

用施設で,正 式名称はソニーセミコンダクタ九州株式会社

熊本テクノロジーセンタ(以 下,熊 本TEC)で ある.熱 源

センターは2001年9月 末(一 部10月 末)に 竣工 し,2002

年3月 までは運転調整期間であった.熱 源センターは製品

製造が行われ る生産棟 とは別棟になっている.写 真1に 建

物外観を示す.

2.2設 備概要

表1に 設備機器表,図1に システム系統図を示す.本 シ

ステムは24時 間,365日 運転され,主 にターボ冷凍機,ス

ク リュー冷凍機,冷 却塔,氷 蓄熱槽で構成されていて,省

エネを図るためのいくつかの高効率化技術が導入されてい

る.今 回はボイラーを除いた冷熱源 について報告す る.

3.高 効率化技術及びシステム制御方法

3.1冷 却塔制御

従来型システムにおいては冷凍機 と冷却塔は1対1の 関

係であるが,熊 本TECで は冷却塔及び冷却水系統を全体統

合することによ り,外 気冷却限界までの低温冷却水 を製造

図2冷 却塔制御 フロー

2.シ ステム概要
2.1対 象建物

対象建物は熊本県菊池郡に位置する映像デバイスの産業 図3タ ーボ冷凍機 ・スク リュー冷凍機性能曲線



図4タ ーボ冷凍機制御 フロー

図5タ ーボ冷凍機冷水出口温度別の入力特性
(冷凍能力100%の 場合)

表2季 節別ベース機送水基準温度

表3氷 蓄熱槽運転モー ド

することを目的としている.冷 却塔は3系 統(12セ ル系統
×2,21セ ル系統×1)で 構成されている.各 系統は連結管

で結合され,冷 却水を共有する.冷 却水流量条件により系

統ごとの発停制御が行われ,さ らに冷却水出口温度条件に
よる各系統冷却塔ファンの4段 階制御が組み合わされる.

図2に 冷却塔制御フローを示す.冷 却塔の制御方法は系
統ごとであり,冷 却水流量があらかじめ指定された設定値

以上で,か つ保留タイマーの設定時間以上続く場合は増加
させる.増 加後は,効 果待ちタイマーの設定時間以上経過

した後に,再 び冷却水流量を設定値 と比較

し,冷 却水流量が設定値以上の場合に順次

増加する.フ ァン制御も系統単位でおこな

われ,冷 却水温度によって増段 ・減段され
る.し かし,冷 却水温度が低すぎると凍結

の恐れがあるため,冷 却水温度下限設定値

を2℃ としている.以 上の制御を行ない,統

合型冷却塔により外気冷却限界までの低温

冷却水を製造し,各 熱源に最適な冷却水温
度で送水する.図3に 熊本TECで 採用した

ターボ冷凍機(4,2MW)及 びスクリュー冷

凍機(0.8MW)の 冷却水入口温度別の1生能

曲線(冷凍能力100%,工 場出荷値)を示す.
ターボ冷凍機とスクリュー冷凍機の冷却水

入口下限温度は各18QCと13℃ であり,冷却

水入口温度が低いほど高い熱源COPと なる
ことが分かる.

3.2冷 水 フリークー リング

本システム には熱源COPを 向上させるため,生 産棟から

の還冷水が熱源 に入る前に,冷 却塔冷却水との熱交換を行

う冷水フリークー リングが採用 されている.冷 水フ リー ク
ー リングを行 う条件は,冷 却塔冷却水出口温度が13℃ 以下

になった場合 とする.熱 交換器用冷水ポ ンプ制御はオ ン・オ

フのみとする.

3.3タ ーボ冷凍機

3.3。1タ ーボ冷凍機制御

生産棟への送水温度安定化を図るため,冷 水2次 ポンプ

流量によ り冷凍機8台 の台数制御を行 う.各々の冷凍機は0,

50,100%の3段 階で流量制御されるため,8台 の冷凍機は

実際には16段 階の増・減段制御になる.ま た,急 激な冷水

負荷の増加 ・減少に対応するために,送 水温度上限値 と還

水温度下限値 による強制的な冷凍機の増段 ・減段も考慮さ

れる.タ ーボ冷凍機の制御フローを図4に 示す.

3.3.2季 節別送水温度設定

ターボ冷凍機では,季 節による負荷変動に対応するため,

送水温度の設定切替を行い,複 数台運転をする場合,ベ ー

ス機を1台 設定 し,他 の冷凍機の冷水出口温度 をベース機

のそれよ り1℃ 下げた状態で運転を行 う.す なわち,タ ーボ

冷凍機で処理する負荷 を全ての冷凍機で等分するのではな

く,ベ ース機以外 の冷凍機でまず処理を行い(全 負荷運転),

残 りの負荷をベース機で処理する.こ れによ りベース機の

みを先に容量制御させ,他 の冷凍機は100%運 転 を目指す.

表2に 季節 ごとのベース機送水基準温度を示す.ま た,図5

ターボ冷凍機冷水出 口温度別の入力特 性を示す(冷 凍能力

100%の 場合).出 口温度が高いほどよ り小さい入力で同じ

能力を発揮することが分かる.



3.4氷 蓄熱槽

3.4.1蓄 熱運転

外融式カプセル蓄熱材を利用 した氷蓄熱システムにはス

クリュー冷凍機が用いられる.蓄 熱運転は通常蓄熱運転と

過蓄熱運転の2種 類に分けられる.表3に 氷蓄熱槽運転モ
ー ドを示す.通 常蓄熱運転は平 日に夜間電力時間帯を利用

し,冷 凍機のブライン製造温度を一5℃として10時 間で蓄

熱を完了させる.

過蓄熱運転は休日の割安な電力料金を利用した蓄熱運転
方法である.電 力会社 との契約形態により,休 日に使用す

る分に関しては全て夜間電力料金が適用される.蓄 熱は休

日に,冷 凍機のブライン製造温度を一8℃として12時 間で

蓄熱を完了させる.通 常蓄熱に比べ,蓄 熱時間の延長によ
って氷蓄熱槽の蓄熱容量が増加 し,電 力夜間移行率の向上

が可能になる.
3.4.2放 熱運転

放熱運転には,高 負荷放熱運転と低負荷放熱運転の2種

類があり,氷 蓄熱槽に蓄えた熱量を,放 熱用熱交換器を介
して生産棟へ供給する.放 熱完了判断は,放 熱用熱交換器

ブライン入口温度が一定時間にわたって設定値を超えた場

合である.

高負荷放熱運転は,夏 季のピークシフトを目的とし,放

熱時間帯に常に運転させる.タ ーボ冷凍機の増・減段によっ
て生じる部分負荷を氷蓄熱槽からの放熱でまかなう可変放

熱を行う.図6に 可変放熱の概念図を示す.こ れにより,

ターボ冷凍機部分負荷運転防止による高効率化,お よび
増 ・減段時の送水温度安定化を図る。高負荷放熱時間帯は
ピーク時間帯を含めた前後の時間とする.

低負荷放熱運転は,中 間季 ・冬季の低負荷時に対応する
ものである.放 熱時間帯において,氷 蓄熱槽からの放熱を

図6可 変放熱の概念図

図74号 ターボ冷凍機

ターボ冷凍機台数制御のベースに組み入れ,放 熱が行われ
る8時 ～22時 までの14時 間の問に一定な熱量を生産棟に

供給する.
3.4、3追掛運転

蓄熱時間帯以外で7℃ の冷水を作る際に,スクリュー冷凍

機のCOPが ターボ冷凍機のそれよ り高効率と判断される

場合にはスクリュー冷凍機による追掛運転を行う.ス クリ

ュー冷凍機のブライン送水温度を生産棟への冷水送水設定

温度から2℃下げた温度に設定し,追掛用熱交換器を介して
生産棟に冷水供給を行う.

追掛運転を行う場合,夕ー ボ冷凍機と共に追掛用熱交換

器を通してスクリュー冷凍機から生産棟へ冷水を送水する
が,生 産棟冷水負荷を安定的に処理するために,氷 蓄熱槽
の放熱有無やスクリュー冷凍機の運転状況等とは関係なし

に,タ ーボ冷凍機を常に1台 以上運転させる.

3.5冷 水2次 ポンプ

生産棟の冷水負荷により,冷水2次 ポンプ6台 の台数制

御を行ない,効 果待ちタイマー及び保留タイマーで制御し,

増 ・減段時の送水安定化を図る.ま た,送 水圧カー定及び
ポンプの締切運転防止を目的とし,ヘ ツダーによるバイパ

ス弁の比例制御を行う.
4.運 転実績

熊本TECは2002年3月 まで運転調整期間であったため,

処理負荷は設計段階の想定負荷に比べて小さい値になって
いる.2001年11月12日(月)～14日(水)に おける運

転実績を図7～図18に 示す.昼 間は低負荷放熱運転が行な

われており,追 掛運転と冷水フリークーリングは行なわれ
ていない.各 熱源のポンプ電力は冷水ポンプと冷却水ポン

プ電力の合計値,放 熱用ポンプ電力は氷蓄熱槽関連の冷水
ポンプとブラインポンプ電力の合計値である.

表4に11月12日 ～14日 までのシステムCOPと 各熱源
COPの それぞれの定格値と実測値の比較,お よびその時に

おける各熱源機器の部分負荷率を示す.

ターボ冷凍機は部分負荷運転を余儀なくされたため,定

格値2の 値に比べCOPは 低下している.4号 機に比べ5号

機のCOPが 低下しているのは,実測期間中に4号 機がベー
ス運転していたのに対し,5号機は起動停止を行なっていた

ためである。スクリュー冷凍機はほぼ全負荷運転が実現で
きたため,定 格値2に 近いCOPを 実現できた.

図85号 ターボ冷凍機



図94号 ターボ冷凍機 図105号 ターボ冷凍機

図111号 スクリュー冷凍機 図122号 スクリュー冷凍機

図131号 スクリュー冷凍機 図142号 スク リュー冷凍機

図15氷 蓄熱槽 図16冷 却塔

図17冷 水 ヘ ッダ 図18そ の他電力



表4COP比 較(2001年11月12日 ～14日)

表5運 転実績(数 値はいずれも月平均値)

定格値は7℃ の冷水(タ ーボ冷凍機)と 一5℃のブライン(ス クリュー冷
凍機)製 造を基準
定格値1:タ ーボ冷凍機 スクリュー冷凍機の冷却水入口温度がどちらも

32℃の場合
定格値2:タ ーボ冷凍機 スクリュー冷凍機の冷却水入口温度がそれぞれ

18℃,13℃ の場合
システムCOP=空 調負荷[kW]/シ ステム消費電力[kW]
熱源COP=熱 原生産熱量[kW]/熱 源機器消費電力[kW]

※ システム消費電力[kW]=Σ 消費電力(各 冷凍機 各ポンプ,冷 却塔フ
ァン)

また,表5に2001年9月 ～2002年1月 までの各熱源COP

とシステムCOPの それぞれの定格値 と実測値 の比較,及 び

その時における各熱源機器 の部分負荷率及び各熱源冷却水

入 口温度 を示す.

今回実測を行 った時期は運転調整期間中であり,熱 源側

で処理す る負荷 は想定 した値に比べると非常 に小さくなっ

ている.運 転方法に関しては,氷 蓄熱運転の開始が10月 以

降であり,冷 水フリークー リング,追 掛運転 は行 ってなか

った.表5に よると,タ ーボ冷凍機は部分負荷率が低 い状

態であるにも関わ らず,定 格値1のCOPに 近い値 となった.

これは低温冷却水を用いた効果であり,18℃ 冷却水を用い

た12月 では部分負荷率36%の 状態で熱源COPは5.0と 高

い値 を示 している.ス クリュー冷凍機で も同様に,13.8℃

冷却水を用いた1月 では部分負荷率86.7%の 状態で熱源

COP4.74と,定 格 値1のCOPに 比べ大きい値を示 してい

る.今 後,部 分負荷率が向上するに伴い定格値2の 熱源COP

に近づ くと考えられる.

5.シ ミュレーションによる高効率化技術の検証

5.1計 算条件

年間月別設計用2次 側負荷データと外気条件(温 度,湿

度,標 準気象データ(熊 本))を 入力とし,エ ネルギー消費

量及び電力料金を計算するシミュ レーションプログラムを

作成 した.図19に シミュレーシ ョンフローを示す.導 入 し

た高効率化技術の有効性 を確認するためにCASE1～7を 設

定 した.CASE1は 高効率化技術を導入 しない従来型熱源シ

ステムであり,CASE2か ら順次高効率化技術の要素を取 り

入れ,最 終的にはCASE7が 当該 システムと一致する.さ

らに氷蓄熱運転の有無や,蓄 熱運転 の熱源機器類がエネル

ギ ー消 費 量や コス トに与 え る影 響 につ いて 検 討 した

(CASE-A1～CASE-B2).表6に 検討CASE一 覧を示す.

基本料金を除く電力量料金単価は,一 般的な産業用季時別

電力料金体系を使用 した.

5.2計 算結果

図20,図21にCASE1～7の システムエネルギー消費量

及び電力料金比を,図22,図23にCASE-A1～CASE-B2

までのシステムエネルギー消費量及び電力料金比を示す.

また,表7に その計算結果を示す.

CASElで は個別冷却塔方式が採用されている.冷 却塔冷

却水出口温度 を32℃ とし,そ れ以下になるとファンの停止

を行ったため,フ ァン電力が他のCASEに 比べ極端に少な

くなっている.し かし,冷 凍機へ入る冷却水温度が高 くな

るため熱源COPが 低 くな り,結 果 として システムCOPは

検討CASEの 中で最低の結果 となった.

導入 した高効率化技術要素の有効性 については,CASE2

の統合型冷却塔 とCASE4の 高効率ターボ冷凍機を用 いた

場合の年間エネルギー消費量削減率が高い値 を示 した(図

20).CASE2は 統合型冷却塔によ り,外 気冷却限界までの

低温冷却水を製造することを目的としたため,こ のCASE

以降のファン電力量はCASE1に 比べ大きな値となってい

る.し かし,11月 ～3月 の間に冷凍機冷却水入 口温度 を20℃

(ターボ冷凍機)と13℃(ス ク リュー冷凍機)に 制御でき

たため,CASE1に 比べ熱源のエネルギー消費量を26%削

減でき,熱 源COPが1.6ポ イン ト向上 した.ま た,こ れに

伴 いシステム全体 においてもエネルギー消費量が約15%削

減 され,シ ステムCOPが0.6向 上した.

CASE4で は高効率ターボ冷凍機を採用 した.CASE3ま

では熱源COP4.5(冷 却水32℃ の場合)の 通常ターボ冷凍

機だったが,CASE4以 降からは同じ条件下で熱源COP6.0

の高効率ターボ冷凍機 を採用 した.そ の結果,熱 源全体は

前CASEと 比べ23%削 減す ることができ,熱 源COPが

8.04と 高い値 となった.
一方,CASE3の 冷水フリークー リング,CASE5の 追掛

運転を行なった場合の削減効果 は比較的小さい.CASE3に

関 しては,ま ず、冷水 フリークー リング用冷水ポンプの容量

が全体冷水流量 に比べ小さく,冷 凍機へ送る冷水温度をあ

まり下げることができなかったこと,ま た冷水フリークー

リングによ り熱源冷水入 口温度が低下 したが,一 方では出

口温度が一定に制御 されてお り,そ れによって部分負荷運

転の時間が増加したことの2つ の原因が考え られる.



図20計 算結果1
(システム全体のエネルギー消費量CASE1～7)

図21計 算結果2
(システム全体の電力料金比,CASE1～7)

図19シ ミュ レー シ ョンフ ロー

表6検 討CASE

図22計 算結果3
(システム全体のエネルギー消費量,CASE-A1～B2)

図23計 算結果4
(システム全体の電力料金比,CASE-Al～B2)



表7計 算結果一覧

CASE5に 関 しては,CASE3と 同様 に追掛用冷水ポンプ

の容量が小さいこと,ま た,ス ク リュー冷凍機による追掛

運転を許可する冷却水温度 を18℃ 以下に設定したが,こ の

温度付近ではターボ冷凍機で7℃ 冷水を製造する場合 と,ス

クリュー冷凍機で5℃ のブラインを製造する場合 とで,熱 源

COPが さほど変わ らないことが原因と考えられる.

氷蓄熱槽関係の検討では,CASE-B1(蓄 熱なし,高 効率

ターボ冷凍機使用)の エネルギー消費量とCASE-Al(熊 本

TEC想 定)の 電力料金比が最小値を示 した(図22,図23).

CASEB1に 比べCASE-A1やCASE-A2の 電力料金比の削

減分があま り差がないのは,当 該システムの氷蓄熱槽容量

が小さく,さ らに24時 間空調系統によって相対的に夜間蓄

熱以外に使用される電力量が大き くなっていることもあっ

て,蓄 熱システムを採用 した一般オフィスに比べると電力

夜間移行率が小さくなってお り,こ れ らが蓄熱 システムの

経済効果を小さくしている一因になっているものと考え ら

れる。

6.ま とめ

本稿では,熊本TECの 熱源センターで採用された高効率

化技術について,そ の技術の内容を実測データを基に把握
し,さ らに,設 計用熱負荷データを用いて設計段階におけ

るシステム性能の検証を行った.

実際の設計段階では従来型熱源システムと比べて約32%
の省エネ効果を見込んでいる.今 回のシミュレーションで

もそれに近い値となることを確認したが(表7,シ ステム全

体の年間エネルギー消費削減率CASE7約32.5%),シ ミュ
レーションに反映されていない一部の高効率化技術要素も

あり,今 後の課題である.ま た,従 来型の産業用熱源シス

テムとの比較及び更なる高効率を目指す熱源システムの将

来的な運用方法も今後検討する予定である.
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